水戸市告示第228号
水戸市中心市街地店舗，事務所等開設促進補助金交付要項を次のように定める。
平成28年９月７日
改正　令和４年３月31日水戸市告示第122号
改正　令和５年３月31日水戸市告示第136号
改正　令和７年３月６日 水戸市告示 第71号


水戸市長　　高　橋　　　靖
水戸市中心市街地店舗，事務所等開設促進補助金交付要項
（趣旨）
第１条　この要項は，中心市街地において事業を行う店舗，事務所，事業所等（以下「店舗等」という。）の開設（店舗等の増設を含む。以下同じ。）を促進するため，建物を賃借して店舗等の設置を行う者に対し，予算の範囲内において，中心市街地店舗，事務所等開設促進補助金（以下「補助金」という。）を交付することについて，水戸市補助金等交付規則（昭和53年水戸市規則第22号）に定めるもののほか，必要な事項を定めるものとする。
（補助対象者）
第２条　補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は，次の各号に掲げる区域において建物（大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第２条第２項に規定する大規模小売店舗（大規模小売店舗が当該建物の一部である場合にあっては，当該大規模小売店舗に該当する部分）を除く。以下同じ。）の全部又は一部を賃借し，当該建物において第６条の規定による申請を行う日が属する年度の翌年度の末日までに別表に定める業種以外の業種に係る事業（以下「対象事業」という。）を開始し，かつ，当該対象事業を行うための償却資産（所得税法施行令（昭和40年政令第96号）第６条第７号に規定する工具，器具及び備品に限る。以下同じ。）の取得又は当該賃借した建物の改装を行う個人又は医療法（昭和23年法律第205号）第42条の２第１項に規定する社会医療法人，私立学校法（昭和24年法律第270号）第３条に規定する学校法人（同法第64条第４項の規定により設立された法人を含む。），社会福祉法（昭和26年法律第45号）第22条に規定する社会福祉法人若しくはこれら以外の法人で市長が適当と認めるものとする。ただし，市税を滞納している者及び暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する団体をいう。以下この条において同じ。）又は暴力団の構成員，暴力団の維持運営に協力若しくは関与をする者，暴力団と親密な交際をする者その他暴力団と社会的に非難される関係を有している者を除く。
(1) 宮町２丁目，三の丸１丁目，南町１丁目，南町２丁目，南町３丁目，大町１丁目，泉町１丁目，泉町２丁目，泉町３丁目，大工町１丁目，大工町２丁目，栄町１丁目及び栄町２丁目の全区域
(2) 宮町１丁目，宮町３丁目，三の丸２丁目，梅香１丁目，梅香２丁目，大町２丁目，大町３丁目，備前町，天王町，五軒町１丁目，五軒町２丁目，五軒町３丁目，新荘３丁目，金町３丁目，八幡町及び元山町１丁目のうち，別図に定める区域
（補助対象経費）
第３条　補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は，対象事業を開始する日（以下「対象事業開始日」という。）までに行った対象事業の用に供する償却資産の購入及び対象事業の用に供するため賃借した建物（以下「対象事業用建物」という。）の改装（以下「償却資産の購入等」という。）に係る経費とする。
　（補助金の交付の要件）
第４条　補助金は，次の各号に掲げる要件の全てを満たす場合でなければ，交付しない。
(1) 対象事業用建物の所有者と補助対象者（双方又はいずれかが法人である場合は，当該法人の役員）が同一人又は３親族以内の親族でないこと。
(2) 対象事業用建物を他の者に賃貸していないこと。
(3) 店舗等面積（対象事業用建物において対象事業を行うための店舗，事務所等の用に供する部分の面積をいう。以下同じ。）が100平方メートル以上であること。
(4) 市内に住所を有する者を，第６条の規定による交付の申請をした日から対象事業開始日までの間に（当該申請をする日より前に雇用することにやむを得ない事情があると市長が認める場合は，対象事業開始日までに）対象事業用建物において対象事業に従事する者（健康保険法（大正11年法律第70号）第５条第１項又は第６条に規定する被保険者に限る。以下同じ。）として１人以上雇用していること。
(5) 償却資産の購入等に対し，水戸市まちなか空き店舗対策補助金交付要項（令和元年水戸市告示第39号）又は水戸市企業立地促進補助金交付要項（令和６年水戸市告示第284号）による補助を受けていないこと。
（補助金の額）
第５条　補助金の額は，補助対象経費の額に３分の１を乗じて得た額（当該額が次の各号に掲げる店舗等面積の区分に応じ，当該各号に定める額を超えるときは，当該各号に定める額）の範囲内で市長が定める額とする。ただし，償却資産の購入等に対し他の補助等を受けている場合にあっては，当該額から当該補助を受けた額を控除した額（控除後の額が零以下となる場合にあっては，零）とする。
　(1) 100平方メートル以上200平方メートル未満　2,000,000円
　(2) 200平方メートル以上300平方メートル未満　3,000,000円
　(3) 300平方メートル以上400平方メートル未満　4,000,000円
　(4) 400平方メートル以上　5,000,000円
２　前項の規定にかかわらず，補助対象者が対象事業用建物において対象事業に従事する者として雇用した市内に住所を有する者（以下「従業者」という。）の数が３以上である場合の補助金の額は，前項の規定により算定した額に1,000,000円を加算した額（当該加算後の額が補助対象経費の額を超えるときは，補助対象経費の額）とする。ただし，補助対象者が加算を希望しない場合は，この限りでない。
　（交付の申請）
第６条　補助金の交付を受けようとする者は，償却資産の購入等に係る契約の締結前に，中心市街地店舗，事務所等開設促進補助金交付申請書（様式第１号）に関係書類を添えて市長に提出しなければならない。
（交付の決定）
第７条　市長は，前条の規定による申請があったときは，その内容を審査し，適当と認めるときは，補助金の交付を決定し，中心市街地店舗，事務所等開設促進補助金交付決定通知書（様式第２号）により当該申請をした者に通知するものとする。
（進捗状況の報告）
第７条の２　前条の規定による交付の決定（以下「交付決定」という。）を受けた者は，市長の指示のあるときは，償却資産の購入等の進捗状況について，中心市街地店舗，事務所等開設促進補助金進捗状況報告書（様式第２号の２）により市長に報告しなければならない。
（申請内容の変更等）
第８条　交付決定を受けた者は，次の各号のいずれかに該当する場合は，遅滞なく，中心市街地店舗，事務所等開設促進補助金変更等承認申請書（様式第３号）を市長に提出し，その承認を受けなければならない。
(1) 償却資産の購入等に要する経費の変更（20パーセントを超えない範囲内の変更を除く｡）をしようとするとき。
(2) 対象事業又は償却資産の購入等の中止又は廃止をしようとするとき。
(3) 従業者の雇用計画を変更するとき（交付決定を受けた補助金の額を変更する必要があるときに限る。）。
(4) 対象事業の内容の変更（軽微な変更で市長が別に定めるものを除く。）をしようとするとき。
２　前項の規定にかかわらず，交付決定を受けた者は，対象事業開始日までに従業者を雇用できないことが明らかになったときは，直ちに市長に届け出なければならない。
３　市長は，第１項の規定による申請があったときは，その内容を審査し，適当と認めるときは，中心市街地店舗，事務所等開設促進補助金変更等承認通知書（様式第３号の２）により当該申請をした者に通知するものとする。
（実績報告）
第９条　交付決定を受けた者は，償却資産の購入等が完了し，かつ，対象事業を開始したときは，速やかに中心市街地店舗，事務所等開設促進補助金実績報告書（様式第４号）に関係書類を添えて市長に提出しなければならない。
（補助金の額の確定）
第10条　市長は，前条の規定による報告を受けたときは，実績報告書その他の書類の審査及び現地調査により，その報告に係る償却資産の購入等が交付決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであるかどうかを調査し，適合すると認めたときは，交付すべき補助金の額を確定し，中心市街地店舗，事務所等開設促進補助金額確定通知書（様式第５号）により交付決定を受けた者に通知するものとする。
（補助金の交付の時期）
第11条　市長は，前条の規定により確定した額を対象事業開始日後に交付するものとする。ただし，市長が補助金の交付の目的を達成するために特に必要があると認めるときは，対象事業開始日前に補助金の全部又は一部を交付することができる。
（補助金の請求）
第12条　交付決定を受けた者は，補助金の交付を受けようとするときは，中心市街地店舗，事務所等開設促進補助金請求書（様式第６号）を市長に提出しなければならない。
２　交付決定を受けた者は，前条ただし書の規定により補助金の交付を受けようとするときは，中心市街地店舗，事務所等開設促進補助金概算払請求書（様式第６号の２）を市長に提出しなければならない。
（交付決定の取消し等）
第13条　市長は，交付決定を受けた者が次の各号のいずれかに該当するときは，交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。
(1) 交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。
(2) 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。
(3) 補助金を他の用途に使用したとき。
(4) 対象事業開始日までに１人以上従業者を雇用しなかったとき。
(5) 対象事業開始日から起算して３年以内に，次の各号のいずれかに該当したとき。
ア　第４条第２号に掲げる要件に違反したとき。
イ　従業者の数が零（第５条第２項本文の規定の適用を受ける場合にあっては，３未満）になり，かつ，次条第２項の指示に違反したとき。
ウ　店舗等面積が100平方メートル未満となったとき。
エ　補助金を受けて取得した財産を処分したとき。
オ　対象事業を廃止し，又は１年以上中止したとき。
２　交付決定を受けた者は，前項の規定により交付決定を取り消された場合において，当該取消しに係る部分について既に補助金の交付を受けているときは，市長が指定する期日までに当該補助金を返還しなければならない。
（対象事業の状況報告等）
第14条　交付決定を受けた者は，次の各号に掲げる日における対象事業の状況を当該各号に掲げる日から30日以内に，中心市街地店舗，事務所等開設促進補助金対象事業状況報告書（様式第７号）により市長に報告しなければならない。
　(1) 対象事業開始日から１年を経過する日
　(2) 対象事業開始日から２年を経過する日
　(3) 対象事業開始日から３年を経過する日
２　交付決定を受けた者は，対象事業開始日から３年以内に，従業者の退職等によりその数が零（第５条第２項本文の規定の適用を受ける場合にあっては，３未満）になったときは，直ちに中心市街地店舗，事務所等開設促進補助金従業者退職等報告書（様式第８号）を市長に提出し，その指示を受けなければならない。
（関係書類の保存）
第15条　交付決定を受けた者は，償却資産の購入等に係る収入及び支出を明らかにした帳簿その他の関係書類を，対象事業を開始した日の属する年度の翌年度から５年間保存しなければならない。
（補則）
第16条　この要項に定めるもののほか，必要な事項は，別に定める。

付　則
この要項は，公布の日から施行する。

　　　付　則（令和４年３月31日告示第122号）
　この要項は，令和４年３月31日から施行する。

　　　付　則（令和５年３月31日告示第136号）
　この要項は，公布の日から施行する。

　　　付　則（令和７年３月６日告示第71号）
　この要項は，公布の日から施行する。

別表（第２条関係）
	１　日本標準産業分類において次の各号に掲げる産業に分類されるもの。ただし，主として管理事務を行う本社等に分類されるものを除く。
(1) 大分類Ａ―農業，林業(中分類01―農業のうち植物工場に関するものを除く。)
(2) 大分類Ｂ―漁業
(3) 大分類Ｃ―鉱業，採石業，砂利採取業
(4) 大分類Ｆ―電気・ガス・熱供給・水道業
(5) 大分類Ｈ―運輸業，郵便業
(6) 大分類Ｊ―金融業，保険業のうち中分類64―貸金業，クレジットカード業等非預金信用機関
(7) 大分類Ｋ―不動産業，物品賃貸業のうち中分類69―不動産賃貸業・管理業(小分類693駐車場業に限る。)
(8) 大分類Ｎ―生活関連サービス業，娯楽業のうち中分類79―その他の生活関連サービス業(小分類795火葬・墓地管理業に限る。)
(9) 大分類Ｑ―複合サービス事業のうち中分類86―郵便局
(10)大分類Ｒ―サービス業(他に分類されないもの)のうち，中分類88―廃棄物処理業，中分類93―政治・経済・文化団体(小分類934政治団体に限る。)，中分類95―その他のサービス業 (小分類952と畜場に限る。)，中分類94―宗教及び中分類96―外国公務
(11)大分類Ｓ―公務
２　風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律(昭和23年法律第122号)第２条に規定する業種





別図（第２条関係）
１　宮町１丁目
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２　宮町３丁目
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３　三の丸２丁目
　[image: ]

４　梅香１丁目
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５　梅香２丁目
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６　大町２丁目
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７　大町３丁目
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８　備前町
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９　天王町
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10　五軒町１丁目
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11　五軒町２丁目
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12　五軒町３丁目
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13　新荘３丁目
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14　金町３丁目
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15　八幡町
　[image: ]

16　元山町１丁目
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様式第１号（第６条関係）
年　　月　　日
水戸市長　　　様
所在地又は住所
商号又は名称
代表者氏名又は氏名　　　　　　　　　　　　

中心市街地店舗，事務所等開設促進補助金交付申請書

中心市街地店舗，事務所等開設促進補助金の交付を受けたいので，水戸市中心市街地店舗，事務所等開設促進補助金交付要項第６条の規定により関係書類を添えて下記のとおり申請します。

記

１　補助対象経費　　　　　　　　　　　　　　　円

２　補助金交付申請額　　　　　　　　　　　　　円

３　改装工事等の着手日　　　　　　年　　月　　日

４　改装工事等の完了予定日　　　　年　　月　　日

５　対象事業開始（予定）日　　　　　　　　年　　月　　日

６　添付書類
(1) 事業計画書（別紙１）
(2) 対象事業用建物の位置図
(3) 対象事業用建物の平面図
(4) 対象事業用建物の外観及び内観の写真（改装工事等の開始前のものに限る。）
(5) 補助対象経費に係る見積書等
(6) 納税証明書又は市税の納付状況調査確認同意書（別紙２）
(7) 対象事業用建物の賃貸借契約書の写し
(8) 法人又は団体にあっては，全部事項証明書又は履歴事項全部証明書
(9) 前各号に掲げるもののほか，市長が必要と認める書類


別紙１
事業計画書
１　申請者概要
	申請者の氏名　　　又は法人の名称
	
	生年月日　又は設立　年月日
	年　　月　　日

	申請者の住所　　　又は所在地
	〒


	代表者氏名
（法人の場合のみ）
	



２　業務内容
	店舗等の種類
	店　舗　・　事務所　・　その他（　　　　　　　　　　　　）

	業種の分類（※）
	中分類番号
	業

	
	小分類番号
	業

	事業計画
	業務内容，取り扱う商品，サービス等
	

	
	店舗名
	

	
	営業時間
	

	
	対象事業
開始（予定）日
	年　　月　　日


※　日本標準産業分類による業種を記入してください。

３　賃借する店舗等の概要
	所在地
	水戸市

	延床面積
	

	建物の構造
	造　　　　　　　　　　階建

	賃借契約期間
	（始期）　　年　　月　　日　～　（終期）　　年　　月　　日


４　雇用計画等
	開設する店舗，事務所等において対象事業に従事する従業員数
	
	人

	うち水戸市中心市街地店舗，事務所等開設促進補助金交付要項第４条第４号に該当する雇用者数
	
	人



５　資金計画
(1) 収入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	自己資金
	円

	借入金
※複数ある場合は
その他に記入
	借入先
	

	
	金額
	円

	その他
	



(2) 支出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	内　訳
	金　額

	償却資産取得費
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	改装費
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合　　計
	





別紙２
年　　月　　日

市税の納付状況調査確認同意書

水戸市長　　　　　　　様

申　請　者
所在地又は住所
商号又は名称
代表者氏名又は氏名　　　  　　　　　　　 　印
生年月日　　　　　　   年　　　月　　　日
（個人事業主のみ）
電話番号


中心市街地店舗，事務所等開設促進補助金の交付の申請の審査に伴い市税の納付状況について調査確認されることに同意します。

※　注意事項
中心市街地店舗，事務所等開設促進補助金の交付は，市税の完納が条件となっています。



水戸市記入欄

申請者　　滞納なし
滞納あり　　市県民税　・　固定資産税（償却資産税）　・　軽自動車税・
国民健康保険税　・　その他（　　　　　　　）

年　　月　　日

収　税　課　長


様式第２号（第７条関係）
第　　　　　号
年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　様

水戸市長　　　　　　　印　


中心市街地店舗，事務所等開設促進補助金交付決定通知書

　　年　　月　　日付けで申請のあった補助金の交付については，下記のとおり決定したので，水戸市中心市街地店舗，事務所等開設促進補助金交付要項第７条の規定により通知します。

記

１　補助金の額　　　　　　　　　　　　　　　　　円

２　補助金の交付条件
(1) 水戸市補助金等交付規則及び水戸市中心市街地店舗，事務所等開設促進補助金交付要項を遵守すること。
(2) 補助条件に違反した場合には,補助金の全部又は一部を返還させることがある。
(3) 償却資産の購入等をした者は,この事業によって取得し，又は効用の増加した財産を注意をもって管理するとともに，補助金交付の目的に沿って使用し，その効率的な運用を図らなければならない。
(4) 補助対象事業者は，補助金に係る帳簿及び証拠書類を，事業終了年度の次の年度から５年間保存しなくてはならない。
(5) 補助金の額は，水戸市中心市街地店舗，事務所等開設促進補助金交付要項第10条の規定により，事業の成果を調査し，適合すると認めるときに確定する。


様式第２号の２（第７条の２関係）
年　　月　　日
水戸市長　　　　　　　様

所在地又は住所
商号又は名称
代表者氏名又は氏名 　　　　　　　　　　　　  

中心市街地店舗，事務所等開設促進補助金進捗状況報告書
　
年　　月　　日付け　　第　　号で交付決定を受けた中心市街地店舗，事務所等開設促進補助金に係る事業の進捗状況について，水戸市中心市街地店舗，事務所等開設促進補助金交付要項第７条の２の規定により下記のとおり報告します。



記

１　進捗状況
(1) 改装工事等の着手日　　　　　　　　　年　　月　　日


  (2) 改装工事等の完了（予定）日　　　　　年　　月　　日


　(3) 対象事業開始（予定）日　　　　　　　年　　月　　日


２　遅延等をしている場合には，その理由



３　添付書類



様式第３号（第８条関係）
年　　月　　日  

水戸市長　　　　　　　様

所在地又は住所
商号又は名称
代表者氏名又は氏名　　　　　　　　　　　　

中心市街地店舗，事務所等開設促進補助金変更等承認申請書

　　年　　月　　日付け　　　　第　　　号で交付決定を受けた中心市街地店舗，事務所等開設促進補助金に係る事業について，下記のとおり内容の変更等をしたいので，水戸市中心市街地店舗，事務所等開設促進補助金交付要項第８条第１項の規定により申請します。


記

１　変更等の内容







　２　変更の理由







３　添付書類




様式第３号の２（第８条関係）

中心市街地店舗，事務所等開設促進補助金変更等承認通知書

第　　　　　号
年　　月　　日
　　　　　　　　　　　様

水戸市長　　　　　　　印

　　　　　　　年　　月　　日付けで申請のあった中心市街地店舗，事務所等開設促進補助金に係る事業の内容の変更等については，下記のとおり承認したので，水戸市中心市街地店舗，事務所等開設促進補助金交付要項第８条第３項の規定により通知します。

記

変更等の内容






















様式第４号（第９条関係）
年　　月　　日

水戸市長　　　　　　　様

所在地又は住所                              
商号又は名称                              
代表者氏名又は氏名　　　　　　　　　　　　　


中心市街地店舗，事務所等開設促進補助金実績報告書


　　年　　月　　日付け   第　　号で交付決定を受けた中心市街地店舗，事務所等開設促進補助金に係る事業が完了し，かつ，対象事業を開始したので，水戸市中心市街地店舗，事務所等開設促進補助金交付要項第９条の規定により，下記のとおり報告します。


記

１　改装工事等の完了日　　　　　　　年　　月　　日

２　対象事業の開始日　　　　　　　　年　　月　　日

３　添付書類
(1) 事業支出表（別紙１）
(2) 雇用確認表（別紙２）
(3) 請求書及び支払証拠書類（領収書等）の写し
(4) 購入した償却資産の写真並びに改装した対象事業用建物の外観及び内観の写真
[bookmark: _GoBack](5) 前各号に掲げるもののほか，市長が必要と認める書類

別紙１
事業支出表

（単位：円）
	補 助 対 象 事 業 内 容
	経費区分及
び事業経費
	負 担 区 分
	備　考

	
	
	補助金
申請額
	事業者
負担額
	その他
	

	
	
	
	
	
	

	合　　　　　計
	
	
	
	
	




別紙２　　　　　　　　　　　　

雇用確認表

１　従業者数
	開設する店舗，事務所等において対象事業に従事する従業員数
	人

	うち水戸市中心市街地店舗，事務所等開設促進補助金交付要項第４条第４号に該当する雇用者数
	人



２　第４条第４号に規定する従業者名簿
	
	氏名
（フリガナ）
	住所
	生年月日
	雇用年月日

	１
	
	水戸市
	・・
	・・

	２
	
	水戸市
	・・
	・・

	３
	
	水戸市
	・・
	・・

	４
	
	水戸市
	・・
	・・

	５
	
	水戸市
	・・
	・・

	６
	
	水戸市
	・・
	・・

	７
	
	水戸市
	・・
	・・

	８
	
	水戸市
	・・
	・・

	９
	
	水戸市
	・・
	・・

	10
	
	水戸市
	・・
	・・


注　各従業者の健康保険の被保険者であることが分かる書類の写し，住民票及び労働条件通知書の写し又は雇用契約書の写しを添付すること。
様式第５号（第10条関係）
第　　　　　号
年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　様

水戸市長　　　　　　　　　印


中心市街地店舗，事務所等開設促進補助金額確定通知書

　　年　　月　　日付けで実績報告のあった中心市街地店舗，事務所等開設促進補助金の額を下記のとおり確定したので，水戸市中心市街地店舗，事務所等開設促進補助金交付要項第10条の規定により通知します。


記


１　確定補助金額　　　　　　　　　　　　　　　　　円


２　交付済補助金額　　　　　　　　　　　　　　　　円


３　差引補助金額　　　　　　　　　　　　　　　　　円


４　返還金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円


様式第６号（第12条関係）

年　　月　　日

水戸市長　　　　　　　様

所在地又は住所
商号又は名称
代表者氏名又は氏名　　　　　　　　　　　　


中心市街地店舗，事務所等開設促進補助金請求書

年　　月　　日付け   第   号で補助金の額の確定を受けた中心市街地店舗，事務所等開設促進補助金の交付を受けたいので，水戸市中心市街地店舗，事務所等開設促進補助金交付要項第12条第１項の規定により下記のとおり請求します。


記


１　補助金請求額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円


２　振　込　先
	金融機関名
	

	名義人
	

	口座の種類
	当座　　　　　　普通　　　　　　その他（　　　　　）

	口座番号
	




様式第６号の２（第12条関係）

年　　月　　日

水戸市長　　　　　　　様

所在地又は住所
商号又は名称
代表者氏名又は氏名　　　　　　　　　　　　


中心市街地店舗，事務所等開設促進補助金概算払請求書

年　　月　　日付け   第   号で交付決定を受けた中心市街地店舗，事務所等開設促進補助金の概算払を受けたいので，水戸市中心市街地店舗，事務所等開設促進補助金交付要項第12条第２項の規定により下記のとおり請求します。


記


１　概算払請求額　　　　　　　　　　　　　　　　円

２　補助金交付決定額　　　　　　　　　　　　　　　　円

３　概算払が必要な理由


４　振　込　先
	金融機関名
	

	名義人
	

	口座の種類
	当座　　　　　　普通　　　　　　その他（　　　　　）

	口座番号
	





様式第７号（第14条関係）
年　　月　　日
水戸市長　　　　　　　様

所在地又は住所
商号又は名称
代表者氏名又は氏名 　　　　　　　　　　　　  

中心市街地店舗，事務所等開設促進補助金対象事業状況報告書
　
年　　月　　日付け　　第　　号で交付決定を受けた中心市街地店舗，事務所等開設促進補助金に係る対象事業の状況について，水戸市中心市街地店舗，事務所等開設促進補助金交付要項第14条第１項の規定により下記のとおり報告します。

１　実施状況概要
	店舗等の名称
	

	業務内容，取り扱う商品，サービス等
	

	営業時間
	

	　　年　月　日の
従業者数
	人
（ほか，従業者以外の雇用者数　　　　　　　人）


　　
２　従業者名簿（別紙）

３　添付書類
(1) 直近の決算書の写し（個人で対象事業を行い，かつ，決算書を作成していない場合にあっては，前年又は前年度の収入及び支出の分かる書類）
(2) 前号に掲げるもののほか，市長が必要と認める書類


別紙　　　　　　　　　　　　

従業者名簿
（　　　　年　　月  日現在）
	
	氏名
（フリガナ）
	住所
	生年月日
	雇用年月日

	１
	
	水戸市
	・・
	・・

	２
	
	水戸市
	・・
	・・

	３
	
	水戸市
	・・
	・・

	４
	
	水戸市
	・・
	・・

	５
	
	水戸市
	・・
	・・

	６
	
	水戸市
	・・
	・・

	７
	
	水戸市
	・・
	・・

	８
	
	水戸市
	・・
	・・

	９
	
	水戸市
	・・
	・・

	10
	
	水戸市
	・・
	・・


注　各従業者の健康保険の被保険者であることが分かる書類の写し，住民票及び労働条件通知書の写し又は雇用契約書の写しを添付すること。


様式第８号（第14条関係）
年　　月　　日
水戸市長　　　　　　　様

所在地又は住所
商号又は名称
代表者氏名又は氏名 　　　　　　　　　　　　  

中心市街地店舗，事務所等開設促進補助金従業者退職等報告書
　
年　　月　　日付けで実績報告において報告した従業者について下記の理由により雇用しなくなったので，水戸市中心市街地店舗，事務所等開設促進補助金交付要項第14条第２項の規定により下記のとおり報告します。

１　従業者数
	区　分
	従業者数
	対象事業開始日との差

	退職等発生日
　　　年　　　月　　　日
	人
	人



２　退職等従業者
	
	氏名
（フリガナ）
	住所
	生年月日
	雇用しなく　　なった理由

	１
	
	
	・・
	

	２
	
	
	・・
	

	３
	
	
	・・
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